
 
 

熊本市民のコンピューターアクセシビリティに関する調査と研究 

 
山崎 松男１）   井出 明２）３）   高木一郎１） 

    
政府は、2003 年度中に電子政府の基盤を構築するとのタイムスケジュールで各種政策を進めている。

しかしながら、電子政府から置き去りにされるデジタルディバイドの下位層に対してどのような対策

をとるべきかという点について、政府は明確な方策を打ち出してはいない。本報告では、コンピュー

ターに対して疎遠な生活を送ってきた一般市民に対して、面接調査を用いたコンピューターアクセシ

ビリティの実験を行った結果を報告する。この調査は、単なるアンケート式の統計調査ではなく、現

実に被験者に対して多くの操作を要求しているところに特徴がある。この報告を下敷きにすることで、

より効果的なデジタルディバイドへの対応が可能になると考えられる。 

 
 
 

A study on the computer accessibility of Kumamoto city people 
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Aiming at building a base for electronic government by the end of the fiscal year of 2003, 
Japanese government has been promoting various policies. It has not, however, shown clear 
policies toward those who are in the low rank layer of Digital Divide. They do not seem to have an 
easy access to the efficiencies of electronic government. In this study, we interviewed those people 
in Kumamoto city who do not use computers frequently and investigated their computer 
accessibility. We observed interviewees’ actual handling of computers, which is a distinctive 
feature of this study. We propose the government can deal with the Digital Divide more efficiently 
based on this study.    
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１．調査研究の背景 
 政府は２００３年度中に電子市役所の基盤

を完成させることを目標とし、様々な政策を推

進している。電子市役所の実現によって、地元

自治体への届け出はペーパレス化され、行政効

率も市民の利便性も向上するといわれている。

しかしながら、市民の中には一定数のデジタル

ディバイドの下位層がおり、この層への政策的

手当なしで電子市役所構想を進めることは、こ

れら下位層を行政が切り捨てることになりか

ねない。そこでこれらの下位層に対して、積極

的な配慮が必要となるのであるが、いったい行

政は具体的には何をなすべきなのであろうか

という点については、未だ明確な答えはでてい

ない。 
 電子市役所の実現に向けて障害となる市民

のデジタルディバイドに関し、熊本市は早くか

ら高い問題意識を持っていた。熊本市と九州東

海大は２００２年度より交流協定を結んでい

るが、電子市役所実現のためのハードルとして

のデジタルディバイド問題についても、行政官

と大学研究者の間で数次にわたるコラボレー

ションが行われてきている。この流れに沿って、

２００２年７月、熊本市は、来るべき電子市役

所時代をにらみ、熊本市民のデジタルディバイ

ドの内実的調査を九州東海大に依頼した。デジ

タルディバイドの調査については、すでにシン

クタンク等での全国的なものがあるが、市民に

対してより適切な電子行政サービスを実現す

るために、より確度が高く、しかも地元に密着

したデータを行政としては欲していたため、今

回の調査が立案された。 
 調査の内容は、２本の柱から成り立っている。 
① 情報弱者の実態を明らかにするために、一

般市民を対象にしたアンケート調査 
 熊本市の施設を来訪した市民に対して、直接

回答してもらう形式でのアンケート調査を行

い、２千を越える回答を得ることができた。こ

の結果、熊本市における『情報弱者』として、

どのような人々に配慮すればよいかが見えて

きた。 
② 情報弱者への対応策の一つとして重要とな

る端末機器等の操作性の改良を研究するため

のパソコン操作実験 
 ①と平行して、市民に実験用パソコンを操作

してもらう実験を行った。まず、利用者が実際

にパソコンを操作するときに最も操作頻度が

高いと思われるポインティングデバイスの操

作性について状況を観察・記録した。また、実

際の電子市役所で多用されると思われるホー

ムページを利用した対話型操作についても実

験を行い、現在の標準的なホームページの作り

方の問題点も分かってきた。 
今回の報告では、「人文科学とコンピュータ」

研究会であることを考慮し、認知科学的な研究

の発展が見込まれる②に関する論点を中心に

扱いたい。 
 
２．調査の内容と結果 
２－１ 調査の概観 
 以下に、今回の調査の概要を示す。 
(1) 実施日時 
 2002年8月5日(月)～9日(金) なお、これは

パソコンの操作性に関する調査の実施期間で

あり、情報弱者の実体を明らかにするアンケー

ト調査とは実施期間が異なっている。 
(2) 実施場所 
 実施場所の選定に当たっては、できるだけ来

所者の多い施設を選ぶこととした。そのために、

熊本市より場所別の申請書等の発行数のデー

タを提供を受け、この数の多い順に次の４ヶ所

を選定した。 
① 熊本市役所    
② 東部市民センター   
③ 託麻市民センター   
④ 幸田市民センター 
(3) 実施方法 
 調査に当たっては、九州東海大学の学生を研

究補助者として雇用した上で、研究補助者 10
名を５班に分け、次のように配置した。なお、
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申請書等の発行数は熊本市役所が圧倒的に多

かったため、ここに２班を配置することとした。

① 熊本市役所・・・・・・２班 
② 東部市民センター・・・１班 
③ 託麻市民センター・・・１班 
④ 幸田市民センター・・・１班 
 実施に当たっては、研究補助者が実施場所へ

の来所者に協力を依頼し、直接パソコンを操作

してもらい、その操作状況を研究補助者が記録

した。 
  実験に使用した機器の構成を図２－１に

示す。実験には、市販されている通常のパソコ

ン（NEC：PC-MA12HRZ5TBFA）とWindowsMe
を使用した。ただし、操作性の実験のためにデ

ィスプレイにはタッチパネル操作が可能な液

晶ディスプレイを用いた。 
 

     図２－１－１（実験装置） 
 

     図２－１－２（実験風景） 
 
次に実験に用いた記録用紙に記載された項

目を以下に示す。  

  

      図２－１－３ 

  

「「市市民民ののデデジジタタルルデデババイイドドのの解解消消ににかかかかるる  

研研究究」」パパソソココンン操操作作状状況況記記録録用用紙紙  

 

１．操作に入ってもらう前の説明 

・「このパソコンは、画面に指でタッチす

るだけで操作することができます。」 

・「画面の説明を見て、操作してみて下さ

い。」 

・「操作してパソコンが壊れることはあり

ませんから、安心して操作して下さい。」 

 

２．操作中の記録 

・操作中に困ったり、わからなかったりし

たところは？・・・ あり  なし 

 「あり」のときは、そのときの状況を記

録 

 

・一部分をマウスで操作してもらって、タ

ッチとの違いを観察、記録する。 

 

３．操作後の記録 

・「やってみて、いかがでしたか？」(感想

を聞いて記録する) 

 

・画面へのタッチはスムーズにできていた

か？・・・・ はい  いいえ  

 

・画面の説明だけで操作ができた

か？・・・・・ はい いいえ 

 

 

・全体的に気づいたところを記録 
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２－２ 具体的な調査内容と結果について 
 前述の通り、我々はポインティングデバイス

の操作性について状況を観察・記録するととも

に、実際の電子市役所で多用されると思われる

ホームページを利用した対話型操作について

の点ても、市民からの貴重な声を収集すること

ができた。 
 以下に、操作性検証実験のために用いた画面

の一部を紹介する。 
 

 

       図２－２－１ 

 
       図２－２－２ 
 
被験者には、これらの対話型画面をマウスや

タッチパネルを用いて操作してもらい、コンピ

ューターアクセシビリティに関して、実験補助

員が先ほどの記録表に記入をしていった。 
 
２－２－１ ポインティングディバイスの操

作性について 
この実験では、ポインティングデバイスとして

マウスとタッチパネルとを用意し、被験者にこ

の両者を操作してもらった。 

 この結果、ポインティングデバイスとして使

うには「マウスがよい」と回答した人と「タッ

チパネルがよい」と回答した人の状況を図２－

２－１－１に示す。 
 

       図２－２－１－１ 
  
 ３分の２がマウスを選択しているので、ポイ

ンティングデバイスとしてはマウスを採用す

るべきであるとは単純には言えない。被験者の

中にはすでにマウスの操作に堪能な者もおり、

被験者の内実をより詳細に探る必要がある。こ

の観点から、次に被験者のマウス経験の有無に

ついての調査を示す。 

       図２－２－１－２ 

       図２－２－１－３ 

ポインティングデバイスの選択状況

35%

65%

マウスがよいタッチパネル
がよい

マウス経験の有無

28%

17%

55%

マウス経験あり

マウス経験なし

不明

マウス経験の有無(不明者を除く)

38%
62%

マウス経験あり

マウス経験なし
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 これらの図表から、面白いことが分かる。図

表の形だけを比べた場合、図２－２－１－１と

図２－２－１－３は酷似しており、何らかの相

関性があることが予測される。この問題意識を

踏まえてマウス操作経験者とマウス選択傾向

に相関性があるのかという点についての考察

を行う。 
 

      図２－２－１－４ 

      図２－２－１－５ 
これらから、マウスを使ったことがある者は

マウスを選択し、マウスを使ったことがない者

はタッチパネルを選択する傾向がある。 
では、マウスを使ったことがない層とはどう

いった人たちなのであろうか。図２－２－１－ 

６と図２－２－１－７を見てみたい。 

 図２－２－１－６ 

図２－２－１－７ 
一般的なデジタルディバイドの調査として

は、総務省の「通信白書」が有名であるが、そ

の平成１３年度版では、デジタルディバイドの

下位にある層として、年齢的には高齢者、職業

的には専業主婦があげられている［1］。熊本に

おける対面調査でもこの傾向は同様であると

言えよう。要するに、デジタルディバイドの下

位にある層は、そもそもマウス自体を使ったこ

とが無いという捉え方が可能であると考えら

れる。 
この場合、情報化社会のユニバーサルデザイ

ンという観点からポインティングディバイス

を再考する必要が出てくるのではないだろう

か。この点に関する議論は、次章で行いたい。 
 

２－２－２ 対話型操作について 
  今回の実験では、図２－２－１と図２－２－

２で見たような画面を用い、対話型の操作の検

証も行っている。この対話型の画面操作につい

て、被験者を注意深く観察したところ、以下の

傾向を見つけることが出来た。 
①回答選択時にクリックするマーク（チェック

ボックスやラジオボタン）が小さいために操作

に行き詰まる。 
②マウスで操作する場合は、マウスに慣れてい

る人はよいが不慣れな人は目的の場所にマウ

スポインタを合わせることが難しい。 

「マウスがよい」と答えた人のマウス経験

53%

4%

43%

マウス経験あり

マウス経験なし

不明

「タッチパネルがよい」と答えた人のマウス
経験

0%

42%

58%

マウス経験あり

マウス経験なし

不明

マウス経験の有無(男女別)

0 10 20 30 40

男

女

あり

なし

マウス経験の有無(年齢別)

0 5 10 15

10代

20代

30代

40代

50代

60代

70代

80代

90代

あり

なし
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③ また、タッチパネルで操作する場合は、指

でタッチするとマークより指の方が大きいた

めに目的の場所にタッチすることが難しい。 
 ここで得られた観察結果を基に、２－２－１

節も踏まえた入力装置に関する提言次章で行

う。 
 
３．調査の分析 
 入力ディバイスとして、マウスを経験した者

は、マウスをパソコン使用の際の「環境」と捉

えるために、今さらマウス以外の入力ディバイ

スを用いることはないであろう。他方、デジタ

ルディバイドの下位にいる者は、マウスの使用

経験すらなく、電子市役所が実現されたとして

も、その恩恵に浴さない可能性が出てくる。こ

のデジタルディバイドの下位層に対して、電子

市役所のメリットを享受させるためには、多様

なポインティングディバイスが用意されてい

る必要があるし、webページの設計を行う場合

も、多様なポインティングディバイスの存在を

前提として作られることが望ましい。 
 システムの設計者はともすれば、マウスに対

応させるだけでインタラクティブな情報の交

換・送信・共有が出来ると考えがちであるが、

電子市役所などの社会基盤の場合は、最弱者へ

の配慮を行った設計を行わなければならない。 
マウスはもともとが、コンピューターの操作

性をよくするために開発された装置であり、  

マウスを使うこと自体が目的となるわけでは

ない。電子市役所の目的は、市民の利便性の向

上である。２－２－１で見たとおり、マウスは

決して万全の入力装置ではないと言える。とす

れば、デジタルディバイドの下位層のためのポ

インティングディバイスを再考する必然性が

出てくる。 
但し、現実には実際に売られているパソコン

にマウス以外のポインティングデバイスがつ

けられることはほぼあり得ないであろう。 
したがって電子市役所の利便性を実感しても

らうためには、公民館等の出先機関にタッチパ

ネルとライトペンを組み合わせたような入力

装置を用意する必要があるであろう。ライトペ

ンやタッチパネルはドラッグがしにくいため、

システムを設計する側も、操作画面はスクロー

ルのない一枚物にしていくべきであろう。 
 以上より、情報弱者のための配慮として、タ

ッチパネルとライトペンだけでで入力が出来

る対話型ページを作り、そのページのラジオボ

タン等の選択マークは大きく用意する必要が

ある。しかもそのページはスクロールを前提と

しないものである必要がある。 
 仮にこれらの仕様を持ったシステムが完成

し、実際に公民館等で図書館の本の予約などで

活躍し始めた場合は、このシステムを利用した

者達はより高度の利便性を求めて行くであろ

う。そうすると情報機器を使用する基本的モチ

ベーションが高まるため、より積極的にリテラ

シーをつけようとする者が増えてくるはずで

ある。この結果ディバイドは狭くなり、より安

定的な情報化社会ができあがってくると考え

られる。 
換言すれば、最弱者向けポインティングデバ

イスに合わせたページ設計を行うことは、最終

的には高度なリテラシー持った人材の育成を

することにつながってくるはずである。本研究

がその糸口になるとすれば幸いである。 
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【参考サイト】 
［１］総務省 インターネット利用における個

人属性別格差の現状 
http://www.soumu.go.jp/hakusyo/tsushin/h13/html/
D1252000.htm 
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【参考資料】 
１．対話型操作の検証のために用意した全画面 
を以下に示す。但、図２－２－１と図２－２－

２は除かれている。図２－１－１が１枚目、図

２－２－２が２枚目に相当する。使用したタッ

チパネルは、プロ・テクト製のSyncMaster151s、
サイズは15型TFT液晶である。 
 
 

 

        ３枚目 

 

        ４枚目 

 

        ５枚目 

 

        ６枚目 

       ７枚目 

 
        ８枚目 

 

        ９枚目 
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２．パソコン操作実験記録回収数実績 

 
注：８月５日は公民館休館日であった 
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